
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

通信設備用架台撤
去工事
岩手県警察本部
岩手県盛岡市内丸
８番10号
令和６年９月４日～
令和６年12月27日
土木一式工事

分任支出負担行為担当
官
東北管区警察局岩手県
情報通信部長　大崎　博
美
東北管区警察局岩手県
情報通信部
岩手県盛岡市内丸８番
10号

令和6年9月3日
樋下建設株式会社
岩手県盛岡市下太
田下川原100番１号

9400001001122 一般競争入札 - 3,850,000 -

通信機器更新工事
岩手県警察本部岩
手県盛岡市内丸８
番10号
令和６年10月１日
～令和７年３月24
日
電気通信工事

分任支出負担行為担当
官
東北管区警察局岩手県
情報通信部長　大崎　博
美
東北管区警察局岩手県
情報通信部
岩手県盛岡市内丸８番
10号

令和6年9月30日

日東通信株式会社
岩手支店
岩手県盛岡市下飯
岡21地割61－2

4370001009693 一般競争入札 31,724,000 16,390,000 51.66%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公益法人の場合

法人番号

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

様式２－１



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

岩手県警察本部用
指令通信装置   １
式

分任支出負担行為
担当官
東北管区警察局岩
手県情報通信部長
大崎　博美
東北管区警察局岩
手県情報通信部
岩手県盛岡市内丸
８番10号

令和6年5月20日

株式会社日立製作所
東北支社
宮城県仙台市青葉区
一番町四丁目１番２５
号
三菱ＨＣキャピタル株
式会社
東京都千代田区丸の
内一丁目５番１号

7010001008844
4010001049866

一般競争入札 - 204,358,000 -

車両搭載機器設置
等業務委託　１式

分任支出負担行為
担当官
東北管区警察局岩
手県情報通信部長
大崎　博美
東北管区警察局岩
手県情報通信部
岩手県盛岡市内丸
８番10号

令和6年11月12日

佐藤電機工業株式
会社
岩手県盛岡市南仙
北２丁目24番10号

5400001000689 一般競争入札 2,647,700 820,600 30.99% 単価契約

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－３



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

光変換装置
１式

分任支出負担行為担当官
東北管区警察局岩手県情報
通信部長　大崎　博美
東北管区警察局岩手県情報
通信部
岩手県盛岡市内丸８番10号

令和6年6月14日

エ－ティコミュニケーショ
ンズ株式会社
東京都渋谷区千駄ヶ谷
三丁目55番14号

3010601022819

会計法第29条3第4
項　公募を実施し
た結果、履行可能
な者が１者であっ
て、その者との契
約であり、競争を許
さないため。

－ 1,771,000 － －

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約による
こととした会計法
令の根拠条文及

び理由
（企画競争又は

公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

法人番号

様式２－４


